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〇研究成果の概要（400 字以内） 

  生態系の危機が世界的に認識され、都市部においても生態系機能の評価と保全が求められている。そ

のなかで本研究は、神戸市を事例にした調査を通じて、新型コロナウィルス感染症拡大期に、平時に比

べて都市内の生態系の利用がどの程度変化したのか、どのような人の生態系利用が増えたのか、といっ

た実態調査を通じて、外出規制がかかるなかで身体的・精神的リフレッシュの場としての生態系サービ

スの便益を検証した。その結果、森林（グリーン・スペース）と沿岸・河川（ブルー・スペース）の両

方に恵まれている神戸市は、他の都市と比べて市民の生態系利用の機会を多く提供し、感染リスクの拡

大のなかで安全にリフレッシュに活用されていることが分かった。本研究により、今日的な都市問題を

踏まえた生態系と人間の生活の関わりに関する理解が深まった。 

 

 

〇研究成果の学術的意義や社会的意義（200 字以内） 

本研究は、生物多様性・生態系保全が世界的に議論されている中で、生態系と人間の生活の関わりを

明らかにするニーズに応えるものである。本研究は感染症拡大における生態系機能に着眼した新しい研

究であるという意義を持つとともに、COP（締約国会議）の要請に沿って生態系資源の再認識（可視

化）および政策利用（主流化）に関する研究であり、自然資本保全とサステイナビリティという重要な

論点に資するものである。 

 

 

１．研究開始当初の背景 

生態系保全に関して COP10 において採択された愛知目標の達成評価、およびポスト愛知目標が模索

されている中で、2019 年末に急速に深刻化した新型コロナウィルスの感染拡大により都市住民の生活

は大きく変容し、様々な制約を強いられた。また近年の地球温暖化に伴う極端気象の増加に伴い、都市

内に自然が存在することの意義が再評価されつつある。 

新型コロナウィルスについては、緊急事態宣言が発令された 4 月上旬から 5 月下旬までの期間、日本

国内の都市住民の生活は、大きく変容し、他人との接触を避け、在宅勤務や自宅待機など活動自粛が続

く日々を過ごすことを強いられた。自宅で長時間に渡り過ごす生活様式は、運動不足による体力の低下

だけでなく、精神的なストレスから鬱を引き起こしうることが懸念され、スポーツ庁や日本うつ病学会

では、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」などとして、外出の自粛の対象とならない

外出の例として、人との接触を避けた上での屋外での運動や散歩等が生活の維持に必要なものとして推

奨されていた。その中で、人々が短い時間外出する先として、選択された場所が、都市公園などの緑

地、都市河川の河川敷やその近くの遊歩道、海浜公園など、都市内や都市近郊の生態系であり、これら



の場所に人が集まる様子が多く報道されていた。 

Millennium Ecosystem Assessment (2005)によって生態系評価の研究が加速して以来、都市部の生

態系に関しては、その劣化や生物多様性減少を報告する研究が欧州、北米、豪州を中心に増加してい

る。それらの議論を通じて、都市化が進む中で、都市周辺の自然環境や生態系をいかに保全し、持続的

環境共生社会を実現するのかが急務な課題となっている。なぜならば、都市における生物多様性は、都

市市民へ多くの生態系サービス（人間生活への利益）をもたらしうるからである（Luederitz C et al. 

2015）。こうした状況で、特に都市部において生態系サービスの評価に関する新しい論点として、災害

リスクの緩和やレクリエーションの提供といった従来認識されてきた生態系の機能に対する評価だけで

なく、感染症拡大下における生態系の価値を認識し、適切に評価・保全することが求められている

(Hayashi et al. 2021)。 

 

２．研究の目的 

本研究は神戸市を事例に、新型コロナウィルス感染時における生態系機能について、利用実態を踏ま

えた調査を行い、神戸市における特徴や今後の保全策について論じることを目的とする。住民の生活の

質や福祉に都市生態系がどの程度貢献しているかについて、社会調査を実施することによって統計的に

分析する。また、地理情報システム（GIS）上で都市生態系資源に重ね合わせ、生態系サービスの供給

と需要について把握することを目的とする。 

特に、新型コロナウィルス感染拡大に対する緊急事態宣言下において、活動制限とくに長距離移動を

制限され、商用施設などの利用なども自粛が必要となった状況で、居住地近隣の生態系サービスのあり

方が変容している可能性について検証する。また、どのような人が、よりこれらの生態系サービスを求

めているのかも明らかにすることも分析する。これにより、都市計画において、今後もパンデミック時

に機能する生態系サービスがあるのだという視点から、望ましい都市生態系の配置・保全について論点

と知見を提供する。 

 

３．研究の方法 

本研究では、神戸市に暮らす住民を対象に、社会調査を実施し、以下の項目のようなコロナウィルス

感染症拡大前後の都市住民の生活の変化についての情報を収集する 

・外出制限の影響の大きさ。 

・感染リスク下における外出時間 。 

・都市生態系の利用頻度。 

・利用場所のおおよその自宅からの距離(移動手段と到着までの時間)。 

・それぞれの場所の滞在時間、利用目的・内容。 

・メンタルヘルスとフィジカルヘルス（平常時とリスク時）。 

・感染リスク、災害リスクに対する危険回避度。 

・自然経験が平常時およびリスク時における生態系サービス利用への影響。 

 

こうして収集したデータを、地理情報システム（GIS）上で都市生態系に重ね合わせる。都市生態系デ

ータについては、都市緑地、河川敷、海岸を始めとした土地利用と生物多様性の分布状況を用いる。そ

のうえで、環境経済手法や社会調査によって都市生態系の価値評価を行う。 

 

４．研究成果 

新型コロナウィルス感染拡大による都市の生活が大きく変容する中で、都市に存在する自然の利用形

態にも影響が見られた。ただし、自然利用の変化は、住民の個人特性が、非常時と非常時後の利用を規

定していることが明らかになった（Jo et al. 2022）。統計的分析の結果、幼少期の自然体験が豊富な

人、近隣の海岸や河川に対する満足度が高い人ほど、都市の青空間を訪れる頻度が高いことが明らかに

なった。また、未就学児や小学生と同居している人は、そうでない人よりも生態系利用の頻度が高いこ



とがわかり、外出規制がなされるなかで安全に子どもを遊ばせたいと考えるニーズが高いことがわかっ

た。これらの人々は、主にストレス軽減や自然との触れ合いによる健康維持のために青空間を訪れ、感

染しないように社会的な距離を保っていることがうかがえる。 

生態系資源の特性や立地に応じて、訪問目的や動機が一部異なっており、都市生活者にとってはアク

セスや認知度が影響している可能性が示唆された。都市住民にたいして広範に生態系サービスを提供す

る際には、都市計画の段階における適切な生態系資源の配置、およびその生態系資源に対する住民の認

識・理解の促進が寛容であることがわかった。 

本研究を通じて、都市部の人々がパンデミック時のような生活に制限が生じる状況においも、ストレ

スや不自由の少ない適切な生活の質を保証するために、都市生態系の果たす役割を示唆するものであ

る。本研究における発見は、健康と Well-being に関連する更なる向上のために、都市部においても生

態系保全に向けて取り組んでいく必要性を裏付けるものであり、そのために生態系サービスの可視化と

政策利用は大きな役割を果たすものであることが確認された（Hayashi et al. 2021）。 
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